
４ 保安 
高圧ガス 
県内の高圧ガス関係の事業者は１，０７６事業

所で、内訳は製造関係が６４２事業所、販売関係

が３４７事業所、貯蔵所が５８事業所、容器の製造、

検査関係が１０事業所、特定高圧ガスの消費関係

が１９事業所となっている。（平成２２年３月３１日

現在） 

（各年3月31日現在）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

93 91 87 87 86
516 526 533 554 556
609 617 620 641 642
443 444 321 343 347

47 50 55 58 58
9 10 10 9 9
1 1 1 1 1

10 11 11 10 10
16 17 21 21 19

1744 1767 1659 1724 1728合計

製 造 関 係 小 計

容 器 関 係 小 計
特 定 高 圧 ガ ス 消 費 者

貯 蔵 所
容 器 検 査 所

容 器 製 造 事 業 者

販 売 事 業 者

第 一 種 製 造 者
第 二 種 製 造 者

 
県内の平成２１年中の高圧ガス保安法関係事

故は７件（前年比＋３件）であった。事故の種類は、

破損漏洩事故が１件、高圧ガス容器の「盗難、紛

失」が６件であった。 

全国の状況について見ると、平成２１年中の高

圧ガス保安法関係の事故は、８１０件（前年比＋２

２件）発生しており、前年を上回る結果となった。事

故の内訳は、漏えい・火災等に係るものが２９３件

（前年比▲１件）、「盗難・紛失」に係るものが５１７

件（前年比＋２３件）であった。事故の件数は、過

去最大件数となった。 

「盗難・紛失」に関しては、平成４年以前は殆ど

届出が無かったのに対し、近年は急激に増加して

いることが特徴である。県内においても盗難事故

は、毎年発生している。盗難容器は、不適切な使

用や不法投棄による事故を招く可能性や、犯罪に

利用される恐れがあることから、容器管理者のさら

なる管理の徹底が求められる。 

 
高圧ガス保安法関係事故件数の推移

一般 0 26 0 34 0 55 1 56 0 91

ＬＰ 0 10 0 8 1 25 1 21 0 16

コンビ 0 14 0 37 0 31 0 43 0 29

冷凍 0 15 0 19 0 34 0 44 1 82

小計 0 65 0 98 1 145 2 164 1 218

0 22 0 29 1 29 0 26 0 19

0 62 0 56 0 95 0 88 0 49

0 15 0 10 0 14 0 16 0 7

0 164 0 193 2 283 2 294 1 293

1 337 6 360 3 441 2 494 6 517

1 501 6 553 5 724 4 788 7 810

平成19年平成17年 平成21年

小計

平成20年

製
造
事
業
所

平成18年

※件数 　　左側：鳥取県　　　右側：全国

移動

消費

その他

盗難・紛失

合計

 
 
 

 
 
ＬＰガス 
 県内の平成２１年におけるＬＰガスの事故件数は

４件（前年４件）発生し、死者、負傷者はなかった。 
 これらの事故は、いずれも漏えい事故であり、人

為的なミスによるものであった。 
全国のＬＰガス事故件数は、平成２１年は前年

より減少して１８５件（前年比▲４７件）であった。こ

れらの事故による死傷者は、死者４名。傷者１４８

名であった。 
 このような事故に対し、販売事業者の保安意識

の向上及び消費者への注意喚起等に努める必要

がある。 
事故件数の推移

平成１７年平成１８年平成１９年平成２０年平成２1年
漏えい 1 1 1 4 4

爆発・火災 1 1

酸欠・中毒

その他 1 4

県内合計 2 6 2 4 4

全国 105 219 239 232 185  
 

県内のLP事故件数の推移
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県内のＬＰガス販売事業者数は１３０事業者、販

売店数は１５５店舗（平成２２年３月３１日現在）で

あり、販売事業者数は前年度末に比べて５事業者、

販売店数は５店舗それぞれ減少した。 
(表４－１０参照) 



 
電気工事業 
 県内の電気工事業者数は４６０社である（平成２

２年３月３１日現在）。 
 このうち、登録電気工事業者は２７６社、建設業

許可を受けているみなし登録電気工事業者は１７

４社であり、これらで全体の９８％を占めている。 
＜電気工事業者数＞ 

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
2１年度

257 242 255 255 276

1 1 1 1

165 154 153 173 174

10 10 10 9 9

433 407 419 438 460

電気工事業法に基づく登録業者

電気工事業法に基づく通知業者

建設業法に基づく届出業者

建設業法に基づく通知業者

計

1

 

 

電気工事業者数の推移

375

385

395

405

415

425

435

445

455

465

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

（社）

 

 

 
火薬類 
平成２１年中には、県内で火薬類事故は発生し

なかった。 
全国の状況は、事故件数２４件、死者１名、負

傷者３０名となっており、中でも、煙火の消費中の

事故が多くを占めている。 
 

県内の火薬関係事故件数の推移 

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

事故件数 1 0 0 0 0

死者数 0 0 0 0
負傷者数 2 0 0 0 0

県内 0

 
全国の火薬関係事故件数の推移 

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

事故件数 34 40 49 49 24

死者数 2 2 0 3
負傷者数 37 42 54 70 30

全国 1

 
 
 また、平成２１年度における県内の火薬類の譲

受許可件数は５８件、消費許可件数は８６件であ

った。 
年度

区分

譲受許可件数 120 85 77 67 58

消費許可件数 103 102 155 100 86

平成
21年度

平成
17年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
18年度
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4-1 県内高圧ガス保安法関係事故集計表
（各年12.31現在）

件

数

死

者

負
傷
者

件

数

死

者

負
傷
者

件

数

死

者

負
傷
者

件

数

死

者

負
傷
者

件

数

死

者

負
傷
者

平成
１６年

12 12 12 0 0

平成
１７年

1 1 1 0 0

平成
１８年

4 4 2 6 0 0

平成
１９年

4 1 5 5 0 0

平成
２０年
1 2 3 1 4 0 0

平成
２１年

6 6 1 7 0 0

負
傷
者

死

者

一般ガス 冷 凍 合 計

死

者

件

数

件

数

負
傷
者

死

者

件

数

負
傷
者

Ｌ Ｐ ガ ス

小 計運 搬 中販 売 所

自損故意

消 費 先

そ の 他



4-2 高圧ガス関係事業所の推移
（各年3月31日現在）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ＬＰガス 25 24 23 22 22

一般ガス 15 16 15 16 16

兼 業 8 7 7 7 7

冷 凍 45 44 42 42 41

一般ガス 98 99 99 103 101

ＬＰガス 2 2 2 2 2

冷 凍 416 425 432 449 453

ＬＰガス 11 11 12 12 11

一般ガス 74 75 70 92 98

LP・一般兼業 20 20 15 15 15

冷凍 338 338 224 224 223

47 50 55 58 58

9 10 10 9 9

1 1 1 1 1

16 17 21 21 19

4-3 高圧ガス別事業所の内訳
※複数のガスを取扱う事業所含む （平成22年3月31日現在）

第一種製造者 第二種製造者 販売所 貯蔵所
特定高圧ガス
消費者

4 13 3 0 0

9 35 30 18 5

1 0 21 9 0

9 35 27 32 0

0 0 11 7 1

8 14 34 14 0

41 427 294 8 0

0 0 3 1 0

28 2 32 21 12

3 3 8 10 0

6 26 7 1 0

0 0 0 0 0

0 0 3 0 0

9 0 3 5 0

0 0 0 0 0

0 0 7 11 14

0 3 10 10 0

118 558 493 147 32

貯 蔵 所

容 器 検 査 所

特 定 高 圧 ガ ス 消 費 者

容 器 製 造 事 業 者

第一種製造者

第二種製造者

販売事業者

アセチレン

窒素

水素

空気

酸素

炭酸ガス

フロンガス

塩素

ＬＰガス

アルゴン

アンモニア

硫化水素

エチレン

計

天然ガス

一酸化炭素

特殊ガス

その他



4-4 市町村別事業所数
(平成22．3．31現在)
容器
検査所

販売所

L
P
ガ
ス

一
般
ガ
ス

L
P
ガ
ス
・

一
般
ガ
ス
兼
業

冷
凍
・
冷
房

計

L
P
ガ
ス
・

一
般
ガ
ス

冷
凍
･
冷
房

外
数

（
）
内
製
造
所

一
般
ガ
ス

(

冷
凍

機
販
売
除
く

)

4 5 5 4 18 39 121 6 3 22 6 54

8 7 1 4 20 20 128 7 4 7 1 36

6 1 2 9 14 29 3 6 5  2 (1) 12

2 1 26 29 7 75 2 1 10

1 2 3 2 5 1

0 1 1

0 1 3 4

0 4 3 1 2

1 1 3 9 1

1 1 2 4

0 1 14 2

2 2 4 3 22 1 1

0 5

0 4 13 1 2

0 2 4 2

0 4

0 1 1 1 1

0 3 1 1

1 1 9

22 16 7 41 86 103 453 19 16 42 9 124

日 吉 津 村

南 部 町

日 南 町

伯 耆 町

大 山 町

江 府 町

日 野 町

合 計

琴 浦 町

北 栄 町

湯 梨 浜 町

岩 美 町

智 頭 町

若 桜 町

三 朝 町

八 頭 町

第
二
種
貯
蔵
所

境 港 市

第
一
種
貯
蔵
所

鳥 取 市

米 子 市

倉 吉 市

市町村名

第  一  種  製  造  者 第二種製造者 特
定
高
圧
ガ
ス
消
費
者



4-5 高圧ガス貯槽の基数

（単位：基）（平成22.3.31現在）

3ｔ以上
10ｔ未満

10ｔ以上
50ｔ未満

50ｔ以上 計

液 化 酸 素
3 4 1 8

液化炭酸ガス
9 1 0 10

液 化 塩 素
0 0 0 0

液 化 窒 素
22 8 1 31

液化石油ガス
0 31 8 39

液化アルゴン
1 2 0 3

液化天然ガス
0 2 5 7

4-6 高圧ガス容器検査本数

（単位：本）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

41,085 0 0 0 0
↑平成１８年度から県の業務廃止



4-7 ＬＰガス事故件数
（各年12.31現在）

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
2１年

2 6 2 4 4

死者

傷者 1 1

漏えい 1 1 1 4 4

爆発・火災 1 1

酸欠・中毒

その他 1 4

元栓誤開放 1

接続不良 1 2

点火ミス

自損行為

その他 1 2 2 3

燃焼器

タバコ

電気器具 1

その他 1

有 2 1 1

無 1 2 4 3

個別住宅 1 1 1 3 3

共同住宅 1 1 1 1

飲食店等 4

その他 1

閉止弁

ゴム管 4

燃焼器

その他 2 2 2 4 4

年

発 生 件 数

人 的 被 害

災 害 現 象

発 生 器 具

漏 え い 原 因

着 火 原 因

警 報 器
( 検 知 器 )

建 物 用 途



4-8 ＬＰガス事故件数（２）
（各年12.31現在）

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

-

3 75

4 1004 100

平成21年

- -

1 25

- -

-- -

3 75

- -

1 25

平成20年

1 50

平成19年

- -

2

販売店の処理に欠陥が
あったもの

消費者の不注意にもよる
が、販売店の保安サービス
も不足と思われるもの

建築構造の欠陥器具の不
良によるもの。整備不良

計

その他

-

2

責任の所在

消費者の不注意によるもの

100

-

- -

-

- - - -

100 6 100

-

- -

- - --

1002

1 16.67

1 505 83.33

平成18年平成17年

- - - -



4-9 ＬＰガス事故件数の年別推移

（各年12.31現在）

年 事故件数 年 事故件数 年 事故件数

昭和44年 14 昭和58年 8 平成９年 0

昭和45年 18 昭和59年 1 平成10年 0

昭和46年 22 昭和60年 10 平成11年 0

昭和47年 13 昭和61年 10 平成12年 0

昭和48年 10 昭和62年 4 平成13年 0

昭和49年 11 昭和63年 7 平成14年 1

昭和50年 10 平成元年 4 平成15年 1

昭和51年 13 平成２年 4 平成16年 1

昭和52年 11 平成３年 5 平成17年 2

昭和53年 14 平成４年 0 平成18年 6

昭和54年 10 平成５年 0 平成19年 2

昭和55年 10 平成６年 1 平成20年 4

昭和56年 10 平成７年 3 平成21年 4

昭和57年 9 平成８年 4
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4-10 液化石油ガス（ＬＰガス）販売事業所の推移（ＬＰガス法関係）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

事業者数
150 149 144 135 130

販売所数
185 175 170 160 155

(注)１．市町村別販売所数は4-11を参照のこと。

２．経済産業大臣許可を含む。

120
125
130
135
140
145
150
155
160
165
170
175
180
185
190

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

事業者数 販売所数



4-11 市町村別ＬＰガス販売事業所数

(平成22．3．31現在)

鳥取市 38（3） 湯梨浜町 5

米子市 28（6） 琴浦町 6

倉吉市 １7（3） 日吉津村 1

境港市 19（3） 大山町 4

岩美町 2 南部町 3

若桜町 3 伯耆町 5

智頭町 5 日南町 4

八頭町 5 日野町 4（1）

三朝町 2 江府町 2

北栄町 2 県計 155（１6）

（注） （ ）内は、経済産業局長登録販売所で内数である。



4-12 液化石油ガス販売量の推移

（単位： ｔ ）

区分

年度
平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

家 庭 ・ 業 務 用
48,729 47,028 45,821 43,606 39,917

工 業 用
6,221 6,340 5,696 5,356 6,505

4,118 3,834 3,979 3,679 3,111

2,881 2,750 2,618 2,487 2,356

61,949 59,952 58,114 55,128 51,889

4-13 液化石油ガスの利用状況（一般家庭用）

区分

年度
平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

218,520 221,162 224,026 225,096 226,434

172,028 167,622 163,856 156,628 153,397

48,729 47,028 45,821 43,606 39,917

78.7 75.8 73.1 69.6 67.7

283.2 280.6 279.6 278.4 260.2

32,942 36,785 34,612 36,136 33,610

（注）ガス事業法の適用を受けるLPガス消費者を含む。

1世帯当たりＬＰガス消費量(kg) （C/B）

（参）都市ガス消費世帯数

総世帯数（Ａ）

ＬＰガス消費世帯数（Ｂ）

ＬＰガス消費量(t) （Ｃ）

普及率 (%)（B/A）

小 売

自 動 車 用 （ オ ー ト ガ ス ）

簡 易 ガ ス 用 （ ガ ス 事 業 法 ）

計



4-14 平成21年度高圧ガス関係試験結果

（高圧ガス関係試験結果）

区 分

（高圧ガス関係免状交付状況）

年度

区分 交 付 再交付 交 付 再交付 交 付 再交付 交 付 再交付 交 付 再交付

乙 種 化 学 2 0 1 1 2 5 0 2 0

乙 種 機 械 3 0 2 4 2 0 3 0

丙 種 化 学 液 石 6 1 7 1 11 11 1 6 1

丙 種 化 学 特 別 15 0 18 10 13 0 9 0

第 二 種 冷 凍 3 0 5 2 6 0 7 0

第 三 種 冷 凍 13 1 7 1 12 18 0 9 0

第 一 種 販 売 5 0 8 4 10 0 9 0

第 二 種 販 売 25 2 23 6 23 1 28 1 36 3

液化石油ガス 設備士 35 1 37 1 43 1 30 6 20 7

平成20年度

42.1

50.0

-

54.8

100.0

20.8

75.0

5

50.0

100.0

60.0

50.0

100.0

23

5 62.5

－

62.5

3

6

5

18

8

8

2

2

8

3

11

3

8

24

18

42

3

22

5

3

4

4

19

8

25

18

43

3

23

5

3

7

7

20

25.793535

10 10 8 80.0

4.012525

28 27 11 40.7

10 10 10 100.0

5.911718

2 100.0

11 10 4 40.0

89

2 2

全 科 目

科目免除

計

全 科 目

計

全 科 目

科目免除

計

計

科目免除

全 科 目

科目免除

全 科 目

科目免除

計

全 科 目

計

全 科 目

科目免除

計

50.0

計

全 科 目

科目免除

14 13 2 15.4

25.02

科目免除 2 12

合格率
（Ｂ/Ａ）（％）

全 科 目 12 11 1 9.1

受験者区分 出願者数
受験者数
（A）

合格者数
（B）

平成19年度 平成21年度

ＬＰガス設備士

平成17年度 平成18年度

筆記免除

計

8

8

第二種冷凍

第三種冷凍

第一種販売

第二種販売

乙種化学

乙種機械

丙化（液石）

丙化（特別）



4-15 高圧ガス保安功労者等表彰状況

区分

経済産業大
臣

年度 LPガス LPガス 一般ガス 冷凍 LPガス 一般ガス 冷凍

昭和２８年度

昭和３０年度

昭和４２年度 12

昭和４４年度 1

昭和４７年度 11

昭和４９年度 2 3

昭和５０年度 3 1

昭和５１年度 1 2 1

昭和５２年度 1 3

昭和５３年度 2 1 2

昭和５４年度 3

昭和５５年度 1 2

昭和５６年度 1 1 1 2 3 1

昭和５７年度 1 1 3 1

昭和５８年度 1 4 1

昭和５９年度 2 1

昭和６０年度 1 2 1

昭和６１年度 1 3 2

昭和６２年度 1 1 1 3 1 2

昭和６３年度 1 3 1 1

平成元年度 1 2 4 1

平成２年度 5 1

平成３年度 2 2 5 1

平成４年度 1 2 2 2

平成５年度 1 2 1 4

平成６年度 1 1 2 1

平成７年度 1

平成８年度 1 2 1

平成９年度 2 1 3

平成１０年度 1 1 2 1

平成１１年度 2 1

平成１２年度 1 2 1 3 1 2

平成１３年度 1 2 3 1 2

平成１４年度 1 3 1

平成１５年度 1 2 1

平成１６年度 3 1

平成１７年度 2 4 1 2

平成１８年度 4 1 1

平成１９年度 4 1 1

平成２０年度 1 6 1 1

平成２１年度 5 1

合 計 14 42 7 2 122 27 18

高 圧 ガ ス 関 係

中国経済産業局長 知 事



4-16 電気工事業者数年別推移

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
2１年度

257 242 255 255 276

1 1 1 1 1

165 154 153 173 174

10 10 10 9 9

433 407 419 438 460

4-17 電気工事事業者への立入検査実施状況

区分

年度
届出不順 標識 帳簿 その他

平成
17年度

433 3 0.7% 3 2 1

平成
18年度

407 0

平成
19年度

419 8 1.9% 6 4 2

平成
20年度

438 7 1.6% 3 2 1

平成
21年度

460 9 1.9% 10 1 2 5 2

4-18 電気用品に関する立入検査実施状況

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

0 1 0 0 0

0 10 0 0 0

0 0 0 0 0違反件数

検査実施
率

検査販売店数

検査品数

違反項目
別件数

違反項目内訳

電気工事業法に基づく登録業者

電気工事業法に基づく通知業者

建設業法に基づく届出業者

建設業法に基づく通知業者

計

検査
対象数

検査数



4-19 電気工事士免状の交付状況

（単位 ： 件）

区分

年度
平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

交付数 53 41 44 27 41

累計 2,441 2,482 2,526 2,553 2,594

交付数 166 229 204 200 239

累計 9,086 9,315 9,519 9,719 9,958

第一種電気工事士免状

第二種電気工事士免状

0

10

20

30

40

50

60

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

0

50

100

150

200

250

300

第一種電気工事士免状 第二種電気工事士免状



4-20 火薬類事故発生状況

事故件数

死者数

負傷者数

事故件数

死者数

負傷者数

4-21 火薬類種類別取扱別事故件数（Ｈ２１）

種類

取扱 鳥取県 全国 鳥取県 全国 鳥取県 全国 鳥取県 全国

2 0 2

1 0 1

0 0

1 17 0 18

0 0

31 0 31

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

3 1 0 4

0 0

1 1 0 2

0 6 0 18 0 0 0 24

0 1 0 0 0 0 0 1

0 1 0 32 0 0 0 33

0

54

平成19年

0

0

0

貯 蔵 中

運 搬 中

消 費 中

製 造 中

県内

負傷者数

合 計

その他の事故

がんろう中

死者数

負傷者数

件数

死者数

件数

死者数

負傷者数

件数

負傷者数

件数

死者数

負傷者数

死者数

負傷者数

件数

死者数

件数

死者数

負傷者数

件数

34

2

37

平成17年

1

0

2

70

平成18年

0

0

0

40

2

42

平成20年

49

0

0

0

平成21年

0

0

0

煙火 がん具煙火 合計

全国

産業火薬

24

1

33

49

3



4-22 火薬類譲受・消費許可件数年別推移

年度

区分

譲受許可件数 120 85 77 67 58

消費許可件数 103 102 155 100 86

4-23 火薬庫の種類別棟数

（単位 ： 棟）

区分
平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

一級火薬庫 18 18 18 18 16

二級火薬庫 0 0 2 2 2

三級火薬庫 3 3 3 3 3

煙火火薬庫 4 4 4 4 6

計 25 25 27 27 27

平成
21年度

平成
17年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
18年度



4-24 火薬類販売事業所数

8 8 8 8 8

25 25 25 25 25

33 33 33 33 33

4-25 武器等製造法に係る許可事業者数

法令に
基づく
処分

文書注
意始末
書等

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

※１事業所に複数の違反事項がある場合はそれを累計した件数

7

処分・措置数
（事業所数）

平成
18年度

平成
19年度

平成
21年度

平成
20年度

計

違反
件数
※

4-26 火薬類立入検査等実施状況

（平成21年度末）

年度

区分

平成
17年度

平成17年度

産業火薬類(火工品含む)販売所

火工品のみの販売所

計

区分

年度

製造業者

108平成21年度

検査を実施した
事業所数

平成18年度

平成19年度

平成20年度

143

128

147

147

0

販売業者

5 2

販売及び
製造業者



4-27 火薬類取扱保安責任者免状の交付・講習

甲種 乙種 丙種
免状所有
者講習

従事者
講習

発破実
技講習

煙火従事
者講習

平成18年度 16 17 0 161 53 16 90

平成19年度 8 11 1 121 53 0 88

平成20年度 4 7 0 225 42 0 65

平成20年度 7 6 1 90 19 0 49

平成21年度 2 3 0 157 10 0 43

4-28 平成21年度火薬類取扱保安責任者試験の結果

願書
提出者

受験者数
（Ａ）

合格者数
（Ｂ）

合格率
（Ｂ/Ａ）

11 11 2 18.2%

8 8 4 50.0%

－ － － －

19 19 6 31.6%計

交付状況

区 分

講 習

甲種取扱保安責任者

乙種取扱保安責任者

丙種製造保安責任者



4-29 火薬類関係保安功労者等表彰状況

区分

年度
昭和３０年度 1
昭和４２年度
昭和４４年度
昭和４７年度
昭和４９年度
昭和５０年度
昭和５１年度
昭和５２年度
昭和５３年度
昭和５４年度 5
昭和５５年度 2
昭和５６年度 2
昭和５７年度 4
昭和５８年度 5
昭和５９年度 5
昭和６０年度 4
昭和６１年度 5
昭和６２年度 4
昭和６３年度 3
平成元年度 2
平成２年度 1 1
平成３年度 1
平成４年度 3
平成５年度 2
平成６年度 2
平成７年度 1
平成８年度 2
平成９年度
平成１０年度 2
平成１１年度 1
平成１２年度 1
平成１３年度
平成１４年度
平成１５年度 1
平成１６年度
平成１７年度
平成１８年度
平成１９年度
平成２０年度
平成２１年度
合 計 2 58

火薬類関係保安功労者等表彰状況

火薬類関係

経済産業大臣 知事



4-30 危険物許可施設の現況

鳥取県東部
広域行政
管理組合

鳥取中部
ふるさと
広域連合

鳥取県西部
広域行政
管理組合

3,147 3,101 3,020 2,969 2,890 988 518 1,384

3 2 2 2 2 1 0 1

小計
(B)

2,201 2,172 2,118 2,082 2,032 683 323 1,026

屋内
貯蔵所

311 311 308 298 289 122 43 124

屋外タンク
貯蔵所

244 242 240 233 229 70 44 115

屋内タンク
貯蔵所

65 65 65 66 66 27 10 29

地下タンク
貯蔵所

1,051 1,031 1,005 983 941 327 172 442

簡易タンク
貯蔵所

6 6 6 6 6 6 0 0

移動タンク
貯蔵所

444 436 417 421 429 120 51 258

屋外
貯蔵所

80 81 77 75 72 11 3 58

小計
(C)

943 927 900 885 856 304 195 357

給油
取扱所

556 546 529 522 504 173 119 212

第一種販売
取扱所

3 3 2 3 3 1 1 1

移送
取扱所

1 1 1 1 1 0 0 1

一般
取扱所

383 377 368 356 348 130 75 143

1,957 1,935 1,903 1,872 1,798 673 360 765

（各年3月31日現在）

平成
17年
平成
18年
平成
19年

平成
21年

平成21年度の
組合管内別内訳

平成
20年

事業所数

合計
(A)+(B)+(C)

製造所
(A)

貯
蔵
所

取
扱
所



4-31 危険物取扱者試験実施状況

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

一回 1,065 377 35.4 27 8 29.63 905 310 34.3 25 13 52 17 10 58.82

二回 961 314 32.67 43 8 18.6 835 262 31.4 23 12 52.17 22 8 36.36

合計 2,026 691 34.0 70 16 24.1 1,740 572 32.8 48 25 52.1 39 18 47.6

一回 1,047 415 39.6 35 8 22.9 892 337 37.8 38 21 55.3 29 25 86.2

二回 820 344 42.0 38 9 23.7 691 286 41.4 29 20 69.0 27 14 51.9

三回 389 163 41.9 389 163 41.9

合計 2,256 922 40.9 73 17 23.3 1,972 786 39.9 67 41 61.2 56 39 69.6

一回 847 377 44.5 38 7 18.4 718 324 45.1 32 20 62.5 33 23 69.7

二回 826 323 39.1 49 10 20.4 688 260 37.8 37 25 67.6 18 13 72.2

三回 564 225 39.9 564 225 39.9 10 6 60.0 19 14 73.7

合計 2,237 925 41.4 87 17 19.5 1,970 809 41.1 79 51 64.6 70 50 71.4

一回 770 265 34.4 46 12 26.1 663 227 34.2 18 13 72.2 14 10 71.4

二回 577 165 28.6 48 8 16.7 500 141 28.2 8 6 75.0 15 11 73.3

三回 571 203 35.6 571 203 35.6 17 8 47.1 20 11 55.0

合計 1,918 633 33.0 94 20 21.3 1,734 571 32.9 43 27 62.8 49 32 65.3

一回 755 291 38.5 69 5 7.2 591 218 36.9 20 16 80.0 20 14 70.0

二回 729 245 33.6 64 16 25.0 605 191 31.6 17 6 35.3 10 4 40.0

三回 580 253 43.6 580 253 43.6 23 20 87.0 18 14 77.8

合計 2,064 789 38.2 133 21 15.8 1,776 662 37.3 60 42 70.0 48 32 66.7

年度

区分

総 数 甲 種

乙

小 計 第 1 類 第 2 類

平成
21年度

平成
20年度

平成
19年度

平成
17年度

平成
18年度



受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率
（％）

14 9 64.29 806 252 31.27 13 10 76.92 30 16 53.33 133 59 44.36

22 6 27.27 730 212 29.04 20 15 75 18 9 50 83 44 53.01

36 15 45.8 1,536 464 30.2 33 25 76.0 48 25 51.7 216 103 48.7

27 19 70.4 742 227 30.6 19 14 73.7 37 31 83.8 120 70 58.3

31 18 58.1 556 202 36.3 27 20 74.1 21 12 57.1 91 49 53.8

389 163 41.9

58 37 63.8 1,687 592 35.1 46 34 73.9 58 43 74.1 211 119 56.4

23 15 65.2 574 232 40.4 20 14 70.0 36 20 55.6 91 46 50.5

19 15 78.9 569 177 31.1 14 12 85.7 31 18 58.1 89 53 59.6

19 8 42.1 480 172 35.8 16 11 68.8 20 14 70.0

61 38 62.3 1,623 581 35.8 50 37 74.0 87 52 59.8 180 99 55.0

22 17 77.3 562 161 28.6 20 12 60.0 27 14 51.9 61 26 42.6

13 2 15.4 437 108 24.7 13 4 30.8 14 10 71.4 29 16 55.2

20 16 80.0 471 141 29.9 21 11 52.4 22 16 72.7

55 35 63.6 1,470 410 27.9 54 27 50.0 63 40 63.5 90 42 46.7

25 13 52.0 471 149 31.6 31 14 45.2 24 12 50.0 95 68 71.6

19 12 63.2 517 141 27.3 26 15 57.7 16 13 81.3 60 38 63.3

22 16 72.7 477 173 36.3 19 13 68.4 21 17 81.0

66 41 62.1 1,465 463 31.6 76 42 55.3 61 42 68.9 155 106 68.4

種

丙 種

第 3 類 第 4 類 第 5 類 第 6 類



4-32 危険物取扱者免状交付状況

年度 小 計 第１類 第２類 第３類 第４類 第５類 第６類

682 16 567 24 19 15 458 26 25 99

913 18 783 41 38 36 591 34 43 112

913 15 799 50 49 37 576 36 51 99

634 20 575 27 33 37 410 28 40 39

777 21 655 39 32 39 462 41 42 101

4-33 危険物取扱者保安講習実施状況

免状の種類

小計 第１類 第２類 第３類 第４類 第５類 第６類

673 11 671 13 8 7 620 6 17 157

668 8 681 14 10 4 613 17 23 158

723 7 738 15 13 12 673 10 15 159

617 9 602 12 10 4 569 3 4 131

659 8 676 17 10 4 611 12 22 138平成21年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

受
講
者
数

平成18年度

平成21年度

甲種
総計

免 状 の 種 類区分

平成17年度

平成19年度

平成20年度

丙種

甲種 丙種
乙種

乙種


